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１ はじめに 

(１) 社会的背景 

○ デジタル社会への対応 

コロナ禍において、給付金の給付にデジタル技術が十分に活用できていないこ

とや、テレワーク環境が十分に整備されていない等、本国では、他のデジタル先

進国に比べてデジタル化に遅れが生じていることが明らかとなった。 

また、地域・組織間で横断的にデータが活用されていないことやデジタル人材

の不足に加え、国・県・市区町村等を通じて情報システムが統一されていないこ

と等、様々な課題も顕在化した。 

こうしたデジタル化の遅れに対して、IoT、AI、クラウドコンピューティング等

の新たなデジタル技術の利活用をはじめ、データ利活用、デジタル人材の確保、

情報セキュリティ対策、デジタルデバイド対策等の対応が求められている。 

○ 少子高齢化社会への進行 

本市では、人口減少に加え、少子高齢化が進む中、市民に最も身近な基礎自治

体としてデジタル技術を活用した業務改革を推進し、行政の効率化を図るととも

に、市民ニーズの更なる多様化に対応し、必要なサービスを維持、向上させるよ

うな行政運営の高度化を図ることがますます必要不可欠になっている。 

   

（総務省資料自治体 DX を取り巻く政府の最新の動向より抜粋） 

○ デジタル・トランスフォーメーションへの対応 

デジタル化に迅速に対処するとともに、「新たな日常」の原動力として、制度や

組織の在り方等をデジタル化により変革していく、言わば社会全体のデジタル・

トランスフォーメーション（以下「DX」という。）が求められている。 
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(２) 国の動向 

○ 令和 2 年 12 月 

➣ 自治体 DX 推進計画策定 

以下の取組について記載されている。 

重点取組事項 

① 自治体の情報システムの標準化・共通化 

② マイナンバーカードの普及促進 

③ 自治体の行政手続のオンライン化 

④ 自治体の AI･RPA の普及促進 

⑤ テレワークの推進 

⑥ セキュリティ対策の徹底 

自治体 DX の取組とあわせて取り組むべき事項 

① 地域社会のデジタル化 

② デジタルデバイド対策 

○ 令和 3 年 5 月 

➣ デジタル改革関連法成立 

デジタル庁設置法、デジタル社会形成基本法、自治体情報システム標準化法、

関係法整備法（個人情報保護法、番号法改正）等 

○ 令和 3 年 7 月 

➣ 自治体 DX 推進手順書策定 

以下の取組について記載されている。 

重点取組事項 

① DX の認識共有・機運醸成 

② 全体方針の決定 

③ 推進体制の整備 

④ DX の取組の実行 

○ 令和 3 年 9 月 

➣ デジタル庁創設 

社会全般において、誰もが恩恵を享受できる誰一人取り残さない、人に優し

いデジタル化を目指し、国民の利便性の向上、急速な少子高齢化の進行への対

応等直面する課題の解決に資するデジタル社会を形成していく。 

また、国全体としてのデジタルガバメントを促進するため、情報システムの

標準化・共通化や新たな価値創造に繋げる横断的なデータ連携・利活用の取組

等を加速していく。 
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○ 令和 4 年 6 月 

➣ 経済財政運営と改革の基本方針 2022（骨太の方針 2022） 

総務省は、自治体 DX 推進計画を改定し、デジタル人材の確保やネットワーク

の強化、AI・RPA 等のデジタル技術及び自治体マイナポイントの活用等、国の取

組と歩調を合わせた地方自治体におけるデジタル化の取組を推進していく。 

➣ デジタル田園都市国家構想基本方針 

以下の４つの柱に沿って取組を進め、デジタル田園都市国家構想の実現を目

指す。 

４つの柱 

① デジタルの力を活用した地方の社会課題解決 

② ハード・ソフトのデジタル基盤整備 

③ デジタル人材の育成・確保 

④ 誰一人取り残されないための取組 

➣ デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン（デジタル臨時行政調査会） 

デジタル時代に相応しい政策形成や以下のデジタル原則に照らした規制の一

括見直しプラン等、今後 3 年間を集中改革期間（令和 4 年 7 月から令和 7 年 6

月まで）と位置付け、新技術の活用等による規制の簡素化、効率化、生産性向

上の実現を図る。 

デジタル原則 

① デジタル完結・自動化原則 

② アジャイルガバナンス原則 

③ 官民連携原則 

④ 相互運用性確保原則 

⑤ 共通基盤利用原則 

➣ デジタル社会の実現に向けた重点計画改定 

デジタル原則に照らした規制の一括見直しプランに基づく規制・制度の横断

的見直し、デジタル田園都市国家構想の実現、Web3.0 の推進等を新たに計画に

記載するとともに、以下のデジタル社会の実現に向けた構造改革をはじめとす

る基本戦略についても、引き続き計画に記載されている。 

デジタル社会の実現に向けた構造改革 

① デジタル社会の実現に向けた構造改革 

② デジタル田園都市国家構想の実現 

③ 国際戦略の推進 

④ サイバーセキュリティ等の安全・安心の確保 

⑤ 包括的データ戦略の推進 

⑥ デジタル産業の育成 

⑦ Web3.0 の推進 
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○ 令和 4 年 9 月 

➣ 自治体 DX 推進計画改定 

以下の取組について記載されている。 

自治体 DX の重点取組事項 

① 自治体の情報システムの標準化・共通化 

② マイナンバーカードの普及促進 

③ 自治体の行政手続のオンライン化 

④ 自治体の AI･RPA の普及促進 

⑤ テレワークの推進 

⑥ セキュリティ対策の徹底 

自治体 DX の取組とあわせて実施するデジタル社会の実現に向けた取組 

① デジタル田園都市国家構想の実現に向けたデジタルの実装の取組の推

進・地域社会のデジタル化 

② デジタルデバイド対策 

③ デジタル原則に基づく条例等の規制の点検・見直し 

各団体において必要に応じて実施を検討する取組 

① BPR の取組の徹底 

② オープンデータの推進・官民データ活用の推進 
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(３) 本市の取組・状況等 

○ デジタル技術を活用した市民サービス向上及び業務改善に対する取組 

➣ スマート自治体推進事業の実施を踏まえた提案 

令和 3 年度に地域情報化アドバイザー派遣事業を活用し、スマート自治体推

進事業の実施を踏まえた各課等からの提案を取りまとめ、その有効性を検証し、

オンライン手続の推進、窓口のデジタル化、デジタル化による業務の効率化、

デジタルデバイド対策、スマート自治体の推進体制の構築等、有効な案件につ

いては事業の実現に向けた取組を開始した。 

➣ たつの市事務電算化計画検討委員会 

令和 3 年度にたつの市事務電算化計画検討委員会を立ち上げ、行政手続のオ

ンライン化を推進するため、各部の主幹を構成メンバーとする委員により、各

課等で実施している行政手続のオンライン化の可否について、検討を行った。 

さらに、情報システム担当経験者等を構成メンバーとする委員により、令和

4 年度のデジタル化に係る新規事業について、市民サービス向上と業務改善に

真に必要な事業であるか等の予算計上に向けた検討を行った。 

➣ デジタル化に係る事業化の実績 

オンライン申請の実施、マイナンバーカードを利用した証明書コンビニ交付

サービス、スマートフォン決済アプリによる納税や証明書発行手数料等の支払

い、紙の契約書を使用しない電子契約システムの導入、不正アクセス監視・遮

断システム導入による情報セキュリティの強化等、デジタル技術を活用した市

民サービスの向上に取り組んできた。 

➣ 今後の対応 

自治体情報システムの標準化、マイナンバーカードの更なる普及、行政手続

のオンライン化の拡大等、市民等の利便性向上に関するデジタル化や業務の改

善に関するデジタル化に加え、観光・交通施策等行政全般にわたるデジタル化

について、より一層の取組が求められている。 

○ たつの市 DX 推進に向けた取組方針 

デジタル化による業務改革はもとより、ICT の普及により、市民の生活があらゆ

る面でより良い方向に変化するよう、本市のデジタル化の促進に向けて取り組む

べき内容や方向性を示す基礎資料として、令和 4 年 3 月にたつの市 DX 推進に向け

た取組方針を策定した。 

○ たつの市 DX 推進基本方針の策定 

たつの市 DX 推進に向けた取組方針を継承・発展するとともに、デジタル社会形

成に向けた国の動向等を踏まえ、本市のデジタル化促進に向けた新たな方向性を

示すため、令和 4 年 10 月にたつの市 DX 推進基本方針を策定した。 
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２ 基本方針 

(１) DX の趣旨 

自治体戦略 2040 構想研究会の答申によると、「今後、自治体においては労働力の

厳しい供給制約を共通認識として、従来の半分の職員でも自治体として本来担うべ

き機能が発揮できるよう、現時点から業務のあり方を変革していかなければならな

い」と指摘されている。 

将来的に職員数が大きく減少しても、自治体として本来担うべき機能を発揮する

ことができ、量的にも質的にも困難さを増す課題を突破していくために、デジタル

化により効率化が可能な業務は積極的にデジタル化し、職員は、それ以外の業務に

専念することにより、生産性の向上、効率的・効果的な行政運営を目指す。 

(２) たつの市 DX 推進基本方針の位置付け 

本方針は、国の自治体 DX 推進計画の基本的な考え方や方向性を踏まえた上で、

本市の最上位計画であるたつの市総合計画に示す各施策を活用して推進していくた

めの方針を掲げる。 

全ての市民が自分らしく活躍することができる快適実感都市たつのを実現するた

めの喫緊の取組の一つとして、自治体 DX 推進計画に基づき、市民の利便性向上と業

務の効率化を図り、スマート自治体の実現を目指すこととしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（たつの市 DX 推進基本方針の位置づけ） 

 

  

たつの市総合計画 

 

 

 

重点計画等における各施策のうち、自治体が取り組むべき

主な事項・内容 

 

自治体 DX の重点取組事項 

(１) 自治体の情報システムの標準化・共通化 

(２) マイナンバーカードの普及促進 

(３) 自治体の行政手続のオンライン化 

(４) 自治体の AI･RPA の利用推進 

(５) テレワークの推進 

(６) セキュリティ対策の徹底 

 

自治体 DX の取組とあわせて取り組むデジタル社会実現に

向けた事項 

(１) デジタル田園都市国家構想の実現に向けたデジタ

ル実装の取組の推進・地域社会のデジタル化 

(２) デジタルデバイド対策 

(３) デジタル原則に基づく条例等の規制の点検・見直し 

 

各団体において必要に応じ実施を検討する取組 

(１) BPR の取組の徹底 

(２) オープンデータの推進・官民データ活用の徹底 

たつの市 DX 推進 

基本方針 

たつの市 DX 推進に 

向けた取組方針 

自治体 DX 推進計画 

たつの市行財政改革 

推進実施計画 
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(３) DX の推進体制 

○ デジタル戦略推進課の設置 

自治体 DX 推進の中心となる組織として、令和 4 年度にデジタル戦略推進課を立

ち上げるとともに、本市のデジタル化を戦略的に進めていくため、デジタル戦略

推進係を設置した。 

○ たつの市デジタル化推進本部 

デジタル技術やデータを活用して、市民の利便性向上を図るとともに、行政運

営の簡素化及び効率化に向けたデジタル化に係る施策を総合的かつ計画的に推進

するため、令和 4 年 4 月に、市長を本部長とするたつの市デジタル化推進本部を

設置した。 

また、副市長を CIO(最高情報統括責任者)とし、デジタル化による業務改革及び

ICT 技術の活用等全庁的な推進を図っていく。 

なお、自治体 DX を推進するためには、職員の意識を変える契機となる外部人材

の活用が有効とされており、本市ではデジタル戦略監と DX 専門員を登用した。 

➣ デジタル戦略監 

国の政策動向に関する知見や全体方針立案のスキルを有する外部人材による

特別職非常勤職員のデジタル戦略監を設置し、本市のデジタル化を強力に推進

していく。 

デジタル戦略監は、全庁的な DX を主導するプロデューサーとなり、CIO 補佐

官を兼任する。 

➣ たつの市デジタル化推進本部委員 

全庁的にデジタル化を実践していくため、教育長、危機管理監、各部長、議

会事務局長、各総合支所長、会計管理者をたつの市デジタル化推進本部委員と

し、所管する課等のデジタル化を推進していく。 

➣ デジタル戦略検討委員会 

個別専門的な検討及び各種デジタル技術の活用について調査研究を行うため、

デジタル戦略検討委員会を設置し、デジタル化事業を検討する。 

➣ システム研究会 

デジタル戦略検討委員会の補助機関として、必要に応じてシステム研究会を

設置し、専門的な業務システムについて分野横断的に調査研究を行う。 

➣ DX 専門員 

新設されたデジタル戦略推進係に、各 DX 推進のプロジェクトの企画・推進を

行うプロジェクトマネージャーとして、外部人材による DX 専門員を配置し、企

画構想やスケジュール管理等を行う。 
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○ デジタル化推進責任者・デジタル化推進リーダー 

各課長をデジタル化推進責任者とするとともに、各課等の主幹級職員 1 人をデ

ジタル化推進リーダーとし、推進本部が決定した具体的なデジタル化の取組を推

進していく。 

(４) デジタル化に向けた取組方針 

次に示す手順をデジタル化の取組方針とし、早期実現のため着手可能な項目から

対象業務を選定し、計画的なデジタル化の実装を目指す。 

➣ デジタイゼーション（Digitization） 

既存業務の一部のデジタル化 

① 書類等の電子化・データ化（紙からデジタルに） 

② 行政情報のオープンデータ提供 

③ RPA による定型処理の自動化 

④ マイナンバーカード利用による情報の自動入力（書かない市役所） 

➣ デジタライゼーション（Digitalization） 

業務処理の一貫したシステム化（効率化、高度化） 

① 自治体標準システムの導入 

② 庁内書類の作成・承認・保管・検索のシステム化 

（押印廃止、庁内業務効率化） 

③ HP・アプリによる申請の受理とサービスの提供 

（行かなくてもよい市役所） 

④ 住基情報に基づく関連申請の抽出とサービスの提供 

（待たない市役所） 
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➣ デジタル・トランスフォーメーション（Digital Transformation） 

データ・デジタル技術を使った、市民視点での新たな価値の創出 

① 行政情報のオープンデータカタログ化・データ分析基盤の確立 

② データドリブン政策（観光、産業、健康、教育等）のプラットフォーム

の確立 

③ ICT 教育（デジタルデバイド対策、デジタル利活用、情報セキュリティ）

の充実 

(５) ３つの取組による業務改革 

本市の自治体 DX を推進するための様々な事業を大きく３つに分類し、効果が高い

事業から実施していく。事業に必要なシステムは、システム監査の手法を使って、

システムの信頼性、安全性、有効性を評価するプロセスを DX 推進に取り入れる。 

○ 市民等の利便性向上に関するデジタル化 

国が定めるデジタル改革基本方針で掲げているデジタル社会を形成するための

10 原則、デジタル手続法で明確化している行政サービスのオンライン化実施の 3

原則を、デジタル社会の実現に向けた基本的原則とし、市民がデジタル化の利便

性を実感できるスマート自治体を目指す。 

➣ デジタル社会を形成するための 10 原則 

① オープン・透明 

② 公平・倫理 

③ 安全・安心 

④ 継続・安定・強靭 

⑤ 社会課題の解決 

⑥ 迅速・柔軟 

⑦ 包摂・多様性 

⑧ 浸透 

⑨ 新たな価値の創造 

⑩ 飛躍・国際貢献 

➣ 行政サービスのオンライン化実施の 3 原則 

① デジタルファースト 

個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完結 

② ワンスオンリー 

一度提出した情報は二度提出が不要 

③ コネクテッド・ワンストップ 

民間を含む複数の手続・サービスを一元化 
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➣ 取組内容（一例） 

① デジタル技術を用いた市民サービスの向上 

・市民対応のデジタル化（AI チャットボット、AI 電話） 

・情報発信業務のデジタル化 

・申請書受付業務のデジタル化 

② コンビニ納付やキャッシュレス決済の拡大 

・各種税・保険料・使用料のコンビニ納付対応 

・各種税・保険料・使用料のキャッシュレス決済対応 

③ デジタル技術を用いた手続の省力化 

・ライフイベントに係るワンストップサービス対応 

④ 各種資料のデジタル化 

・閲覧台帳のデジタル化 

⑤ 子育てに関するデジタル化 

・子育てアプリ 

・母子手帳アプリ 

・学校園連絡用アプリ 

⑥ 高齢者支援等に関するデジタル化 

・高齢者見守りシステム 

○ 業務の改善に関するデジタル化 

人的資源を行政サービスの更なる向上に繋げていくため、デジタル技術や AI 等

の活用による業務効率化を図り、業務の簡素化及び効率化を目指す。 

➣ 取組内容（一例） 

① 公文書のデジタル化 

・文書管理のデジタル化 

・電子決裁システム 

② オンライン会議・ペーパーレス会議の拡大 

・オンライン会議の活用 

・ペーパーレス会議システムの拡大 

・LGWAN 接続系ネットワークの無線化 

③ 新技術を用いた業務の省力化 

・電子契約システム 

・道路補修 AI 診断システム 

④ 新たなシステムの導入及び既存システムの改修 

・預貯金取引照会システム 

・口座振替依頼受付システム 

・マイナンバーカードを利用したタイムレコーダ設置 

・マイナンバーカードを利用したパソコンログイン認証 

⑤ 職員のデジタル技術・セキュリティ意識の向上 

・各種オンライン研修受講の奨励 

・庁内 DX 研修及び説明会等の企画と実施 

⑥ EBPM に基づく DX 推進 

・EBPM に基づいた政策立案等の推進 
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○ 観光・交通施策に関するデジタル化 

デジタル技術を観光・交通施策に取り込み、観光誘客に向けた取組や公共交通

の利便性を向上させる取組を展開することにより、都市に魅力と活力をもたらす

デジタル都市を目指す。 

➣ 取組内容（一例） 

① 観光施策の PR 

・まち歩きアプリによる重要伝統的建造物群保存地区の散策 

・メタバース等の新技術を用いたバーチャル観光の検討 

② 交通施策の整備 

・MaaS システム 

・バスロケーションシステム 

(６) 自治体 DX の集中取組期間 

本市が目指すデジタル化の実現に当たっては、デジタル技術の導入やデジタル基

盤の整備、情報化人材の育成等、相応の時間や費用を要するものであり、中長期的

な視点を持って取り組むことが必要である。 

一方、近年の社会情勢の変化やデジタル技術の発展には著しいものがあり、本市

を取り巻く環境は、数年の間に大きく変わってしまうことも想定されることから、

本方針の集中取組期間は、国が策定した自治体 DX 推進計画との整合性を図り、令和

7 年度末までとする。 

なお、ICT の進化はもとより、国及び兵庫県の施策や本市の施策の成果等を踏ま

え、必要に応じて随時本方針を見直す。 
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３ 「自治体 DX の重点取組項目」に対する本市の取組方針 

(１) 自治体の情報システムの標準化・共通化 

○ 国の方針 

自治体は、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律に基づく基本方針

の下、基幹系 20 業務システムについて、標準準拠システムに移行する必要がある。 

なお、移行することで、各自治体は、原則としてカスタマイズを行わずに標準

準拠システムを利用することになり、システムの維持管理や制度改正に伴う対応

等の負担が少なく、業務の実施が可能になる。 

○ 本市の取組方針 

自治体情報システムの標準化・共通化への移行完了時期は令和 7 年度末となっ

ている。本市では、対象と 20 業務をスムーズに移行できるよう関係各課と協力し、

現行システムと移行後の標準システムの差異を明確にし、令和 6 年度から令和 7

年度にかけての移行を目指す。 

なお、環境構築やデータ移行に必要な経費については、国のデジタル基盤改革

支援補助金を最大限に活用する。 

区分 システム 主な担当部署 

住民基本台帳業務 

01.住民基本台帳 市民課 

02.国民年金 国保医療年金課 

03.選挙人名簿管理 選挙管理委員会事務局 

税関連業務 

04.固定資産税 

市税課 
05.個人住民税 

06.法人住民税 

07.軽自動車税 

国民健康保険関連業務 08.国民健康保険 国保医療年金課 

障害者福祉関連業務 09.障害者福祉 地域福祉課 

介護福祉関連業務 
10.後期高齢者医療 国保医療年金課 

11.介護保険 高年福祉課 

児童／子育て支援関連業務 

12.児童手当 
児童福祉課 

13.児童扶養手当 

14.子ども子育て支援 幼児教育課 

戸籍関連業務 
15.戸籍 

市民課 
16.戸籍附票 

その他業務 

17.生活保護 地域福祉課 

18.健康管理 健康課 

19.就学 学校教育課 

20.印鑑登録 市民課 
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（たつの市情報システムの標準化・共通化（案）） 
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(２) マイナンバーカードの普及促進 

○ 国の方針 

マイナンバーカードは、オンラインで確実に本人確認ができ、デジタル社会の

基盤となるものである。現在でも、本人確認書類としての利用はもとより、健康

保険証利用やオンラインでの確定申告、各種証明書のコンビニ交付サービス等

様々な場面で利活用されているところであるが、今後も、引越しワンストップサ

ービスや更なる行政手続のオンライン化等、利活用シーンは拡大することが見込

まれている。 

また、将来的に健康保険証や運転免許証等を原則廃止し、マイナンバーカード

との一体化も計画されており、国民にとってマイナンバーカードはなくてはなら

ないものになると予想される。 

なお、国は、令和 4 年度末までに、マイナンバーカードがほぼ全国民に行き渡

ることを目指しており、各自治体においても出張申請等の積極的な実施により申

請を促進するとともに、臨時交付窓口の開設、休日開庁の更なる実施等により交

付体制を充実させることとしている。 

○ 本市の取組方針 

➣ マイナンバーカード特設窓口の設置 

国の取組方針から、マイナンバーカードの交付、申請等に係る事務量が更に

増大すると予想されることから、本市では、令和 4 年 5 月にマイナンバーカー

ド特設窓口を設置した。 

今後も、マイナンバーカードの交付やマイナポイント支援等、マイナンバー

カードに係る窓口体制を強化するとともに、交付率向上に向けた新たな取組を

推進する。 

➣ マイナンバーカードの多目的利用及び有効利用 

国が示す、利用を促進するためのマイナンバーカードの多目的利用に、①証

明書コンビニ交付サービスへの利用、②印鑑登録証としての利用、③図書館の

貸出券としての利用、④コンビニ交付の利用範囲拡大のための証明書自動交付

機の設置があるが、本市では、これらの多目的利用は全て実施済である。 

これら国の取組と並行して、本市独自のマイナンバーカード有効利用のため

の新たな取組を推進する。 

  



15/36 

 

(３) 自治体の行政手続のオンライン化 

○ 国の方針 

令和 4 年度中に、全自治体においてマイナポータルを通じたオンラインによる

転出届・転入予約が実現できるよう、マイナポータルのシステムを改修するとと

もに、市区町村のシステム改修等に対する支援を行っていることとしている。 

また、デジタル化による利便性の向上を国民が早期に享受できるよう、令和 4

年度末を目指して、原則、全自治体で、特に国民の利便性向上に資する手続につ

いて、マイナポータルからマイナンバーカードを用いてオンライン手続を可能と

することとしており、具体的には、福祉・介護関係の 26 手続を対象として、積極

的・集中的にマイナポータルを活用したオンライン化を進めることとしている。 

さらに、上記以外の各種行政手続についても、地方公共団体におけるオンライ

ン利用促進指針を踏まえ、積極的にオンライン化を進めることとしている。 

○ 本市の取組方針 

本市では、行政手続のオンライン化を推進するため、各課の行政手続オンライ

ン化の可否について検討した。 

その結果、1,130 件の行政手続がオンライン化可能であることが判明した。 

➣ マイナポータルの活用 

行政手続のオンライン化を進めるに当たり、市民がデジタル化による利便性

の向上を早期に享受できるよう、まずは、国が特に国民の利便性向上に資する

手続とする 26 手続について、マイナポータルを活用してオンライン化する。 

また、その他の行政手続についても、地方公共団体におけるオンライン利用

促進指針を踏まえ、積極的にオンライン化する。 

子育て関係（15 手続） 

 児童手当等の受給資格及び児童手当の額についての認定請求 

 児童手当等の額の改定の請求及び届出 

 氏名変更／住所変更等の届出 

 受給事由消滅の届出 

 未支払の児童手当等の請求 

 児童手当等に係る寄附の申出 

 児童手当に係る寄附変更等の申出 

 受給資格者の申出による学校給食費等の徴収等の申出 

 受給資格者の申出による学校給食費等の徴収等の変更等の申出 

 児童手当等の現況届 

 支給認定の申請 

 保育施設等の利用申込 

 保育施設等の現況届 

 児童扶養手当の現況届の事前送信 

 妊娠の届出 
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介護関係（11 手続） 

 要介護・要支援認定の申請 

 要介護・要支援更新認定の申請 

 要介護・要支援状態区分変更認定の申請 

 居住(介護予防)サービス計画作成(変更)依頼の届出 

 介護保険負担割合証の再交付申請 

 被保険者証の再交付申請 

 高額介護(予防)サービス費の支給申請 

 介護保険負担限度額認定申請 

 居宅介護(介護予防)福祉用具購入費の支給申請 

 居宅介護(介護予防)住宅改修費の支給申請 

 住所移転後の要介護・要支援認定申請 

➣ 申請管理システムの構築 

国のデジタル基盤改革支援補助金を活用し、マイナポータルで市民等が申請

した内容を住民情報系システムに取り込むための基盤となる申請管理システム

を令和 4 年度中に構築する。 

   

➣ 兵庫県電子申請共同運営システムの活用 

アンケートやイベント申込等、厳格な本人確認を求める必要がないもので、

公的個人認証を活用する必要のない簡易な手続については、兵庫県電子申請共

同運営システムを活用したオンライン化を推進する。 

➣ 市民への電子申請の PR 

行政手続をオンライン化しても、市民に活用してもらわなければオンライン

化した意味が無いため、一定のオンライン化が進んだ後に、電子申請の方法や

オンライン化の利便性等を出前講座や広報紙等により周知を行う。 
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(４) AI･RPA の利用推進 

○ 国の方針 

自治体は国の作成する AI･RPA 導入ガイドブックを参考に、AI や RPA の導入・

活用を進めることとしている。 

また、こうした最先端の技術の導入については、データの集積による機能の向

上や導入費用の負担軽減の観点から、複数団体による共同利用を促しており、都

道府県は AI・RPA を含めたデジタル技術の市区町村のニーズを踏まえ、共同利用

を支援することとしている。 

○ 本市の取組方針 

日々進化する AI や RPA 等の最先端の技術を用いて、定型業務を自動化して人為

的ミス及び作業時間の削減を図るとともに、市民サービスの向上や働き方改革に

繋げるよう検討する必要がある。 

これまでの本市の導入・活用実績には、録音した音声を文字データに変換し、

会議録作成の効率化を目的とした議事録作成支援システム、新型コロナウイルス

ワクチン接種業務での通知文作成の省力化を目的とした RPA による通知文自動作

成、本市への移住・定住に関する問合せに自動で応答し、移住希望者・市民の利

便性向上等を目的とした AI チャットボット、申請書に記載された申請内容を電子

データ化するための AI-OCR 実証実験等がある。 
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(５) テレワークの推進 

○ 国の方針 

自治体は、国が提供する地方公共団体におけるテレワーク推進のための手引き

（令和 3 年 4 月）や地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガ

イドライン（令和 4 年 3 月）等を参考に、在宅勤務だけでなく、サテライトオフ

ィス勤務やモバイルワークも含め、テレワーク導入・活用に積極的に取り組むこ

ととしている。 

また、自治体の情報システムの標準化・共通化や行政手続のオンライン化によ

る業務見直し等の進捗に合わせ、テレワーク対象業務の拡大に取り組むこととし

ている。 

○ 本市の取組方針 

新型コロナウイルス感染症や大規模災害への対策及び多様な働き方を実現する

ため、職場を離れ、自宅等においても業務ができるテレワーク環境を多くの企業

や自治体が整備している。 

今後も、働き方の変化が加速していく中で、テレワークの対象業務や労務管理

の検討等を推進する必要がある。 

➣ 本市 LGWAN 接続系端末の利用 

本市においては、令和 2 年度に初めて緊急事態宣言が出された時、テレワー

クの仕組みが無かったことから、職員がテレワークを実施する際は、貸与して

いる LGWAN 接続系パソコンをスタンドアローンで立ち上げられるように設定し、

職員が自宅で業務をすることを可能にした。しかし、スタンドアローンのため、

LGWAN 接続系ネットワーク上のグループウエアを操作したり、ファイルサーバ

にアクセスしたりすることができないため、職員が自宅での業務に必要なデー

タのみを持ち帰る方法としたことから、できる業務に限界があった。 

➣ テレワーク兵庫の活用 

インターネットに接続できる環境さえあれば、LGWAN 接続系ネットワークに

接続されているパソコンをリモート操作できるテレワーク兵庫を兵庫県が提供

開始（申込から 2 年間は無償、本市では令和 5 年 12 月まで）した。 

これにより、職員は市が所有するテレワーク専用のパソコンに限り、自宅の

インターネット環境からグループウエアを操作したり、ファイルサーバにアク

セスしたりすることを可能としている。 

また、このシステムを活用することで、テレワークだけでなく、出張先等庁

舎外から本市 LGWAN 接続系ネットワークへの接続が可能になるため、新たな市

民サービスの提供等を検討する。 
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(６) セキュリティ対策の徹底 

○ 国の方針 

総務省とデジタル庁が示す地方公共団体のガバメントクラウド活用に関するセ

キュリティ対策の方針を踏まえ、ガバメントクラウドの活用に向けて、情報セキ

ュリティ対策の徹底に取り組むこととしている。 

○ 本市の取組方針 

➣ たつの市情報セキュリティポリシー 

本市では、情報セキュリティ対策を確実に実施するため、たつの市情報セキ

ュリティポリシーに基づき業務を実施しており、国のガイドラインの改定等、

必要に応じて見直しを行っている。 

➣ サイバー攻撃対策 

自治体業務を円滑に遂行するには、情報システムは不可欠なものであり、業

務の継続性を担保する上で、情報システムの可用性・信頼性を確保することが

必要である。 

近年、サイバー攻撃は、増加しているだけでなく、高度化、巧妙化しており、

深刻な大規模情報漏洩が相次いで発生している。そのような中で、自治体にお

ける情報漏洩事故は、市民に及ぼす影響は勿論のこと、業務の停止等大きな支

障をきたすものであることから、情報セキュリティに関する昨今の動向を踏ま

え、脆弱性対策や不正アクセス対策等の情報セキュリティ対策の一層の強化を

図っていく。 

➣ 個人情報の保護 

サイバー攻撃の脅威等から、市民の個人情報をはじめとした本市が保有する

重要な情報資産を守るため、たつの市情報セキュリティポリシーに基づくセキ

ュリティ対策を徹底し、行政に対する信頼性を確保する。 

なお、情報セキュリティインシデントが発生した場合には、情報システム危

機管理マニュアル及び個人情報の対応マニュアルに基づき、迅速かつ適正に対

応し、原因究明と再発防止に取り組む。 
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４ 「自治体 DX の取組とあわせて取り組むデジタル社会の実現に向けた取組」に対する本

市の取組方針 

(１) デジタル田園都市国家構想の実現に向けたデジタル実装の取組の推進・地域社会

のデジタル化 

○ 国の方針 

地域の創意工夫を活かした各自治体の自主的・主体的なデジタル実装の取組を

促進するため、各自治体の事業担当部局が地域社会のデジタル化に係る事業を検

討・実施する際に参考となるよう、地域活性化、医療・健康・福祉、環境、交通、

ローカル 5G 等、幅広い分野の事業に関する事例集が作成され、各団体に周知され

ている。 

その際、単に他自治体の事業をそのまま模倣して導入するのではなく、それぞ

れの地域課題に応じたデジタル実装の取組を推進していくことが重要である。こ

のことから、各自治体が取組に至った経緯や課題認識に加え、同様の取組を検討

する他自治体へのアドバイス等も含めて情報収集を行った上で横展開していく等、

地方の社会課題を解決し、魅力を向上させることを通じて、地方活性化を図るこ

ととしている。 

○ 本市の取組方針 

地域社会のデジタル化に係る参考事例集【第 2.0 版】（令和 4 年 9月 2 日）が総

務省で作成されおり、今後も有用な事例は本市においても取り入れる。 

➣ 地域活性化（参考事例） 

・光ファイバー網や CATV 等のインターネット環境の整備 

・データ連携基盤の構築 

・旧庁舎や学校跡地を活用したサテライトオフィス等の整備 

・AI 等を活用した歩行者通行量分析に基づく中心市街地活性化 

・クラウド上の地域コミュニティプラットフォームの構築 

・地域におけるオープンデータ化の推進 

➣ 住民生活事例（参考事例） 

・自治会や町内会のデジタル化支援 

・公共施設（本庁・各支所・学校園等）のフリーWi-Fi 導入 

・市民向けポータルサイトの構築 

・買い物弱者支援のためのドローン配送 

・公共施設利用予約のオンライン化 

・各種手続き及び申請に関する AI チャットボットの導入 

・スマートフォンによるオンライン申請手続きの導入 

・マイナンバーカードを活用したオンラインでの図書貸出予約の導入 

・申請書自動作成システムの導入（書かない窓口） 

・コネクテッドカーを活用した出張型行政サービスの提供 

・各種証明書のコンビニ交付サービスの実施及び手数料の減額 
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➣ 消防・防災事例（参考事例） 

・障害者向けの防災用デジタルパネルの設置 

・水位センサーの IoT 化 

・市民向けの防災リアルタイム情報の発信 

・災害用 Wi-Fi アクセスポイントの整備 

・スマートフォンアプリ等による防災情報伝達システムの構築 

・水位情報や気象情報の AI 分析 

・マイナンバーカードを活用した避難所入所受付 

➣ 医療・福祉・健康事例（参考事例） 

・地域医療情報ネットワークの構築支援 

・介護施設におけるロボット、ICT 機器等の導入支援 

・高齢者向け緊急通報システムの導入 

・GPS 端末機を活用した認知症高齢者等の捜索 

・LINE 等を活用した福祉相談システムの導入 

・健康状態や歩数等に応じて付与される健康ポイント事業の実施 

・集団健康診断の予約システムの導入 

・マイナンバーカードを活用した電子母子手帳サービスの導入 

・マイナンバーカードの市民病院診察券としての活用 

・マイナンバーカードを活用した医療健康アプリの導入 

・移動診療車を活用したオンライン診療の実施 

・アプリによる高齢者タクシー助成 

➣ 子育て（参考事例） 

・児童見守りシステムの導入 

・子育て施設における ICT 環境の整備 

・SNS 等を活用した相談窓口の開設 

・保育所等における保護者との連絡の ICT 化支援 

・保育所入所 AI マッチングシステム 

・学校における保護者の連絡システム 

・各種申し込みの電子化 

➣ 公衆衛生（参考事例） 

・非接触型アプリによる感染拡大防止対策 

・自動予約システムを活用したワクチン接種予約 

➣ 環境（参考事例） 

・公共施設における再生エネルギーの利用 

・スマートハウス化の支援 

・ごみ分別アプリの導入 

・森林地におけるドローンによる測量 



22/36 

 

➣ 労働（参考事例） 

・SNS を活用した地元就職支援 

・Web 形式での合同説明会の開催 

・地域企業のテレワーク導入支援 

➣ 農林水産業（参考事例） 

・農作業へのデジタル技術の導入支援 

・ドローンによる森林管理の実施 

・食資源に関するコンテンツを提供する Web サイトの構築 

・ICT を活用した有害鳥獣対策 

・プライベートネットワークを活用した農業のスマート化 

➣ 商業・工業（参考事例） 

・地域企業のコワーキングスペースやテレワークスペースの整備支援 

・商店街等におけるプレミアム商品券の発行支援 

・DX に対応した中小企業の経営層向け生産性向上スクールの開催 

➣ 観光（参考事例） 

・観光施設のワーケーション対応支援 

・XR を活用した地域プロモーションの実施 

・GPS データ等を活用した観光客数（人流）調査の実施 

➣ 交通（参考事例） 

・地域交通のオンデマンド化の実施 

・企画乗車券購入や乗換案内検索等を一体的に利用できるアプリの導入 

・マイナンバーカードを活用したタクシー利用助成事業の実施 

・マイナンバーカードを活用した地域鉄道の企画乗車券の販売 

➣ 土木・インフラ（参考事例） 

・スマートポールの導入支援 

・建設現場等における AI、ドローンを活用した点検業務の実施 

・除雪車運行情報の見える化の実施 

・道路や公園遊具の破損等に関する情報提供システムの導入 

・アプリを活用したインフラ不具合箇所の通報システムの導入 

➣ 文化・スポーツ（参考事例） 

・XR を用いた文化財の展示 

・古文書や文化財等のデジタルアーカイブ化の実施 

・スポーツ施設のオンライン予約システムの導入 

・海外自治体とのオンライン交流イベントの開催 

・e-スポーツ大会の開催 
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➣ 教育（参考事例） 

・子ども向けプログラミング教室の開催 

・スマートフォンを利用した学生証の電子化 

・デジタル技術を活用した教育モデルの実証 

・マイナンバーカードの図書館貸出券としての活用 

・教員の出勤管理の電子化 

・オンライン学習の整備支援 

➣ デジタルデバイド対策（参考事例） 

・自治会、公民館等地域の様々な場所における高齢者向けのスマートフォン教

室の開催 

・市民のデジタルリテラシー向上のためのワークショップの開催 

・障害者向けパソコンサポーターの養成、派遣事業の実施 

➣ 地域におけるデジタル人材の育成（参考事例） 

・高齢者向けデジタル活用支援員の育成研修の実施 

・地元企業や大学等との連携によるデジタル人材育成事業の実施 

・中小企業経営者等へのデジタル講座の開講 

・地域のデジタルマーケティング人材の育成 

➣ 孤独・孤立対策（参考事例） 

・SNS 活用による子ども向け相談窓口の開設 

・独居高齢者向けのデジタル機器の導入 

➣ キャッシュレス（参考事例） 

・自治体マイナポイント事業の実施 

・商店街等のキャッシュレス決済導入支援 

・地域通貨の導入 

・プレミアム付商品券のデジタル化の実施 

➣ ローカル 5G（参考事例） 

・ローカル 5G を活用した道路の被災状況確認及び平常時の管理運営の高度化

実証 

・ローカル 5G を活用した遠隔型自動運転バス実装事業の実施 

・ローカル 5G を活用した自動トラクター等の農機の遠隔監視制御による自動

運転等の実現 

・ローカル 5G を活用した専門医の遠隔サポートによる離島等の基幹病院の医

師の専門外来等の実現 
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(２) デジタルデバイド対策 

○ 国の方針 

行政手続等のオンライン化等、社会生活におけるデジタル技術の活用が急速に

浸透していく中で、スマートフォンの利用方法等、高齢者等が身近な場所で相談

や学習を行えるようにするデジタル活用支援の周知等の利用促進を行う。 

また、NPO や地域おこし協力隊等の地域の幅広い関係者と連携し、講座の開催や

地域への出張型の相談対応等、地域住民に対するきめ細かなデジタル活用支援を

実施し、誰一人取り残さないデジタル化の実現を目指すこととしている。 

○ 本市の取組方針 

デジタル化の急速な発展により、コンピュータやインターネット等の情報技術

を、使いこなせる人とそうでない人の間に生じる情報格差（デジタルデバイド）

が問題となっている。 

デジタル化の一環である行政手続のオンライン化を実施するに当たり、サービ

スを利用する市民のデジタルデバイド対策を実施する。 

令和 4 年度から開始した兵庫県のデジタルデバイド解消プロジェクトにより、

県・市町・携帯キャリアが連携したスマートフォン体験講座の実施が可能となっ

たため、本市ではこれを活用し、令和 4 年度は 5 回の教室を開催する。 

さらに、国のデジタル活用支援推進事業を活用してスマートフォン体験講座を

実施する企業と協賛し、令和 4 年度中に 40 回の教室を開催する。 

本事業については、令和 5 年度以降も継続して開催することにより、市民のデ

ジタルデバイドを解消し、誰もがデジタルの恩恵が受けられる市政を目指す。 
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(３) デジタル原則に基づく条例等の規制の点検・見直し 

○ 国の方針 

国の法令と同様、各地方公共団体で定める条例・規則等においても、アナログ

規制が存在すると考えられる。特に、福祉、消防、道路・河川等のインフラ整備

等、国民生活に密接に関連する行政サービスの多くは、地方公共団体が実施して

いることから、多くの国民がデジタル技術を活用したより良いサービスを享受し、

成長を実感するためには、全国の地方公共団体におけるデジタル化の取組が不可

欠であると考えられる。 

よって、各地方公共団体が、国におけるデジタル化の取組と協調し、自主的な

取組を推進していけるよう、国において、マニュアル等の公表等により各地方公

共団体の取組を支援することとしている。 

○ 本市の取組方針 

デジタル技術を活用した各種業務改善においては、条例・規則等によりその推

進が阻害される可能性がある。 

そのため、条例・規則等を理由に業務改善が進まないということにならないよ

う、今後、国が公表するマニュアル等や国における取組状況を参考にしながら、

必要に応じて条例・規則等の点検・見直しを実施していく。 
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５ 「各団体において必要に応じ実施を検討する取組」に対する本市の取組方針 

(１) BPR の取組の徹底 

○ 国の方針 

従来の業務改革は、定員削減の手段としての側面が強いほか、業務プロセスの

一部のみに着目して申請のオンライン化やアウトソーシング等の手法を当てはめ

ていたため、改革の効果は限定的であった。 

そのため、業務プロセス全体を対象に既存の制度や仕事のやり方を所与とせず

に見直しを検討する業務プロセス改革（BPR＝Business Process Re-engineering）

に取り組んでいく必要がある。従来からの仕事のやり方にこだわらず、職員がよ

り高いパフォーマンスを発揮できるよう業務改革に取り組むことが不可欠であり、

AI や RPA 等を活用し、事務処理の自動化や業務を標準化することにより、行政サ

ービス等を効率的に行うことが重要である。 

ただし、利用者中心の行政サービスを実現する上で、デジタル化は目的ではな

く、あくまでも手段と認識し、BPR に取り組まなければならない。 

○ 本市の取組方針 

新たなシステムの導入等、デジタル技術を活用した業務改善においては、市民

視点の指標を示した上で実施する必要があり、実施後は、その設定した指標を基

に効果を判定し、効果的な事業は他の業務にも拡大することを検証した上で、更

なる業務改善に繋げていく。 

検証の結果、成果が出ていない場合は、その理由を分析するとともに、短期間

での運用方法や指標の見直しを実施し、場合によってはシステムを廃止する。 
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(２) オープンデータの推進・官民データ活用の推進 

○ 国の方針 

データ利活用の重要性が急速に増大する中で、ベースレジストリやその他の基

盤となるデータ等が経済社会活動に与える意義及び社会におけるデータに関する

考え方は、大きく変化してきている。 

そのため、データのマネジメントやライフサイクルを変えていく必要がある。 

また、公共データを誰もが利用しやすい形でアクセスできるようにするオープ

ンデータの取組は、行政の高度化・効率化・透明性向上とともに、民間における

創意工夫を活かした多様なサービスの迅速かつ効率的な提供、官民協働での諸課

題の解決、これらを通じた産業の国際競争力の強化や社会全体の生産性向上に資

するものとして推進してきた。今後のデジタル社会の形成に当たっても、この取

組は、国民にデジタル化の恩恵をもたらすものとして不可欠な取組である。 

以上のことから、国、地方公共団体等において、サイバーセキュリティや個人

情報の適正な取扱いを確保しつつ、公共データの公開及び活用を進めることとし

ている。 

○ 本市の取組方針 

官民データ活用推進基本法において、国及び地方公共団体は、オープンデータ

に取り組むことが義務付けられ、オープンデータの公開により、国民参加・官民

協働の推進を通じた諸課題の解決、経済活性化、行政の高度化・効率化等が期待

されている。 

本市では、市公式ホームページのオープンデータのページにおいて、クリエイ

ティブ・コモンズ表示 4.0 国際ライセンスの下に、国が推奨するデータセットで

あるAED設置個所一覧を始めとした14件のオープンデータをCSV形式とExcel形

式で公開している。 

また、本市が公開しているオープンデータの多くは位置情報を含んでおり、一

部は、市民公開型地理情報システムたつの市 Web ガイドで、地図データとしても

公開している。CSV 形式と Excel 形式で公開している情報は、地図情報と統合す

ることで利便性の向上が見込まれるため、地図情報としてデータを取り込み、活

用することができる。 

さらに、その情報を CSV 形式等でダウンロードが可能なオープンデータカタロ

グサイトで公開していく。 

今後は、各課が所有する市民や事業やの利便性向上が求められる情報を、地図

データやオープンデータとして順次追加し、市民や企業におけるデータの利活用

を促進する。 
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６ 自治体 DX 推進のための取組 

(１) デジタル化による業務改革の取組 

業務のデジタル化に向けた各課との意見交換会やシステム研究会の報告を精査し、

本市における DX 推進のため、本方針を基にした具体的な事業の実現を目指す。 

○ 業務のデジタル化に向けた意見交換会 

令和 4 年 5 月に実施した業務のデジタル化に向けた各課との意見交換の内容を

精査し、その解決策を導いた。 

また、SWOT 分析やコアコンテキスト分析により、各部署の強みや弱み、解決課

題の優先順位を視覚化し、各部署における新規事業の提案や今後の業務改革の指

針とした。 

○ システム研究会 

単独の課では検討が難しい、複数の課にまたがるシステムの導入について分野

横断的に検討を進めるため、６つの研究会を立ち上げ、研究を実施した。 

その研究成果について、デジタル戦略検討委員会から意見を収集して取りまと

め、事業計画の指針とする。 

① 書かない窓口 

担当課：総務課、デジタル戦略推進課、市民課、国保医療年金課、地域福祉課、

児童福祉課、高年福祉課 

各種申請事務において、現在は市民が来庁し、申請書を手書きするケースが

ほとんどである。マイナンバーカードからの基本情報の読取・免許証等の券面

情報の読取・職員の代行入力等を活用し、手続に要する時間を削減するための

「書かない窓口」の開設に向けて、申請方法のデジタル化、関係課で情報共有

が可能なシステムの導入や Office ソフトの活用について研究するとともに、申

請書の署名方法等についても協議を行う。 

なお、令和 3 年度に「窓口改革検討チーム」で検討された内容や、デジタル

戦略推進課がデモ等で取得した情報も考慮する。 

② 行かなくていい窓口 

担当課：デジタル戦略推進課、児童福祉課、高年福祉課、健康課、幼児教育課 

特に国民の利便性向上に資する手続とされている 26 手続のオンライン化に

向けて、全市的に足並みを揃えて検討し、令和 4 年度中に順次公開する。 

また、兵庫県電子申請共同運営システムで実装した、その他のオンライン申

請についても併せて公開し、24 時間 365 日、いつでもどこからでも申請が可能

な電子申請の更なる活用を推進する。 

なお、26 手続については全てマイナポータルに標準様式が実装されているた

め、すぐにでも公開が可能となっているが、実装されている標準様式は実際の

手続に必要な項目を満たしていない帳票があるため、対面無しの完全オンライ

ン化は難しい。このような手続については、一部オンライン化のスモールスタ

ートでの運用をシミュレーションし、今後進めていく行政手続オンライン化の

指標にする。 
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③ SNS を活用した情報発信 

担当課：危機管理課、デジタル戦略推進課、広報秘書課、児童福祉課、健康課、観光振興課 

情報発信の有効性が高いと考えられる業務については、LINE を活用した SNS

によるプッシュ型通知の活用について検討するとともに、発信する情報の内容

について協議を行う。 

なお、事業者がリリースしている LINE の情報発信システムは、導入費用が発

生することから、公式アカウントだけでできることを検証するとともに、市民

のニーズが高いと考えられるものは、費用対効果の見極めとオンサイトでのシ

ステム構築も視野に検討していく。 

④ 文書管理のデジタル化 

担当課：総務課、デジタル戦略推進課、財政課、建設課、都市計画課、会計課 

文書の保存及び電子決裁の導入等、文書管理のデジタル化は、ペーパーレス

化の推進に繋がるとともに、職員の事務負荷の軽減等、業務の効率化に繋がる

と考えられる。しかし、導入することにより文書の管理や決裁の流れ、公文書

の開示等、業務手法を大きく変更することとなるため、まずはシステムの導入

を見据えた運用面での制度や手法を調査研究した上で、方向性を定め、将来的

にその方向性に合ったシステムの導入を目指す。 

なお、本市で導入している庶務事務・財務会計システム（IPK）を使った事例

もあるため、財務会計システムとの連携も併せて調査研究する。 

⑤ 施設管理のデジタル化 

担当課：健康課、都市計画課、町並み対策課、教育総務課、社会教育課、スポーツ振興課 

施設利用者が自宅に居ながら施設の空き状況の確認や施設予約ができるシス

テムの導入について検討を行う。システム導入に伴う、先着順の予約や固定利

用者の予約、抽選による予約等、これまで実現に至っていない課題の整理と、

その解決に向けて協議を行うとともに、施設の予約管理と情報共有等、施設予

約のデジタル化に向けて協議を行う。 

また、兵庫県が令和 4 年 4 月から施設予約システムを導入（現在は一部の施

設のみネット予約可能で順次拡大中）しているため、県内自治体の共同導入の

可能性等も調査研究する。 

⑥ 障害者手帳のデジタル化 

担当課：地域福祉課、健康課、まちづくり推進課、歴史文化財課、スポーツ振興課 

デジタル技術を活用した障害者の利便性向上のため、障害者手帳を所持して

いなくても、スマートフォンで障害者手帳保持者であることが証明できる障害

者手帳アプリ（MIRAIRO ID）の活用を促進し、施設入館料の減免等に対応する。

JR やタクシー等の交通機関は既に対応済であり、市の関係施設や事業で対応可

能な業務について検討するとともに、アプリの普及や民間企業への PR について

協議を行う。 

また、「障害者福祉のしおり」を参考に、その他のデジタル技術を活用した

障害者の利便性向上に繋がる行政サービスについても検討する。 
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(２) 職員のデジタルスキル向上の取組 

本市 DX 推進を効果的・効率的に進めるためには、全ての職員がデジタルスキルを

向上させていく必要がある。 

そのため、様々な分野においてデジタルに関する研修を計画・実施していく。 

○ 庁内研修 

➣ Office ソフト研修 

業務に最も活用することが多い Excel 等のスキル底上げのため、庁内研修を

実施する。受講者の習熟度合いに応じて必要とする内容が異なるため、初級・

中級の 2 種類を実施することとし、令和 4 年度は計 10 回程度の開催を予定して

いる。 

また、令和 5 年度以降も引き続き開催を予定している。 

➣ DX リテラシー研修 

DX 推進を進めるに当たり、KPI として現行業務の処理時間を半分にすること

を目指す。 

各課等との意見交換会では、業務のデジタル化は必要ないという意見を持つ

部署もあったが、この現状維持の慣性モーメントを打破する必要があることか

ら、DX 推進はスモールスタートを基本とし、実際の業務での DX 推進派を増や

していく。 

 
DX 推進は、実務を理解していることを強みにして変革をリードしてもらうこ

とが重要であり、デジタル化推進責任者（各課長）及びデジタル化推進リーダ

ー（各課主幹級の職員）が中心となり、ミドル・アップダウン・マネジメント

で DX を推進するためにリーダーシップを発揮してもらう必要がある。 
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➣ DX マインド研修 

DX 推進の障壁となるマインド 

① 組織の中で既存の常識に囚われ、頭が固くなっている 

② 世の中の変化や新しい世代の求めるサービスや施策を考えられない 

を破壊し、 

① 未来を先取りする市民サービスと施策を考えられる 

② 市民の課題をデータ・デジタル・施策で考えられる 

DX マインド研修を令和 5 年度中に 150 名の職員に実施し、自主的に DX を推進

できる DX 人財を育成する。 
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○ 各種 DX 研修案内 

地方公共団体情報システム機構（J-LIS）や全国地域情報化推進協会（APPLIC）

等が主催する研修を、DX 推進担当職員だけでなく、内容に応じて各課の職員に案

内し、DX に関する理解を深める。 

○ e-ラーニング 

地方公共団体情報システム機構（J-LIS）等が実施する e-ラーニングを周知す

る。業務の空き時間を活用して自席で受講できるため、職員が学習したい分野の

知識を深めることを奨励する。 
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７ 用語集 

用語 説明 

5G（5th 

Generation）／ロ

ーカル 5G 

第 5 世代移動通信システム。「高速大容量」「高信頼・低遅延通

信」「多数同時接続」という 3 つの特徴がある。 

AI（Artificial 

Intelligence） 

人工知能。言語の理解や推論、問題解決等の知的活動を人間に代わ

ってコンピュータに行わせる技術。 

AI-OCR(AI-

Optical 

Character 

Reader) 

OCR＝紙文書をスキャナーで読み込み、書かれている文字を認識し

てデジタル化する技術。OCR に AI 技術を加えることで、文字認識率

の向上や、様式を問わずに項目の抽出が可能になる。 

AI チャットボッ

ト 

与えられたデータや蓄積されたログをもとに AI が自己学習し、精

度を高めた回答ができるチャットボット。人間の話し言葉の意図を

把握し、的確な返答をする確率が向上している。 

AR（Augmented 

Reality） 

現実世界に仮想世界を重ね合わせて体験できる技術。スマートフォ

ンやヘッドマウントディスプレイを介して現実世界を見たときに、

仮想の存在であるデータや画像を表示することで、現実世界を“拡

張”する。VR と違って現実世界の映像があり、その上に仮想世界の

情報が重ねられる。 

BPR（ Business 

Process Re-

engineering） 

企業活動をプロセスとして分析・理解・再構築して利益を最大化す

る活動。業務本来の目的に向かって既存の組織や仕組みを抜本的に

見直し、プロセスの視点で職務、業務フロー、管理機構、情報シス

テムをデザインし直すこと。 

EBPM（Evidence-

based policy 

making） 

証拠に基づく政策立案。政策の企画をその場限りのエピソードに頼

るのではなく、政策目的を明確化した上で合理的根拠（エビデン

ス）に基づくものとすること。 

GIGA（Global and 

Innovation 

Gateway for 

All）スクール 

教育において ICT を基盤とした先端技術を活用し、個別最適化され

た創造性を育むことで次世代の人材を育て、持続的に実現させる構

想。実際には「1 人 1 台端末、高速大容量の通信ネットワークの整

備により、公正に個別最適化された創造性を育む教育を実現させる

構想」とも言える。 

GIS（Geographic 

Information 

System） 

地理的位置を手がかりに、位置に関する情報を持ったデータ（空間

データ）を総合的に管理・加工し、視覚的に表示するとともに、高

度な分析や迅速な判断を可能にする技術。 

ICT（Information 

and 

Communication 

Technology） 

「情報通信技術」と訳され、コンピュータを単独で使うだけでな

く、ネットワークを活用して情報や知識を共有することも含めた幅

広い言葉。 
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用語 説明 

IoT（Internet of 

Things） 

モノのインターネット。従来インターネットに接続されていなかっ

た様々なモノが、ネットワークを通じてサーバーやクラウドサービ

スに接続され、相互に情報交換をする仕組み。 

MaaS（Mobility 

as a Service） 

移動ニーズに対応して、複数の公共交通や移動サービスを最適に組

み合わせ、検索から決済までを一括で行うサービス。観光や医療等

との連携により、移動の利便性向上や地域の課題解決にも通じる。 

MR（Mixed 

Reality） 

現実世界と仮想世界を融合させる技術。AR が現実世界に仮想世界の

情報を表示させて現実を“拡張”するのに対し、MR は、現実世界と

仮想世界をより密接に“複合”する違いがある。 

RPA(Robotic 

Proces 

Automation) 

「ロボットによる業務の自動化」という意味で作られた造語であり

概念。しかし、一般的には RPA ツールと呼ばれる業務自動化ツール

群のことを指すケースが多い。 

Society5.0 

コンピュータ上の仮想空間（サイバー空間）と実世界（フィジカル

空間）を融合させた社会で、経済発展と社会的な課題解決を行える

人間中心の社会。Society1.0 の狩猟社会、2.0 の農耕社会、3.0 の

工業社会、4.0 の情報社会に続く社会。 

SWOT 分析 

意思決定のための分析手法。計画等について、内部環境や外部環境

を強みと弱み、機会と脅威の 4 つのカテゴリーで要因分析し、経営

資源の最適活用を図る経営戦略策定方法。 

VR（Virtual 

Reality） 

仮想世界を現実のように体験できる技術。360 度の仮想空間を楽し

めるのが特徴。 

Web3.0 

Web2.0 からセキュリティが向上した仕組み。YouTube や Twitter

等、Web2.0 のアプリにおいて、個人情報の登録不要やブロックチェ

ーン技術が採用されている。 

XR（Cross 

Reality） 

現実世界と仮想世界を融合することで、現実にはないものを知覚で

きる技術の総称。VR、AR、MR 技術は、いずれも XR に含まれる。 

アジャイルガバナ

ンス 

「Society5.0」の目指すべきガバナンスモデル。様々な社会システ

ムにおける分析や評価といったサイクルを、複数の利害関係者で継

続的かつ高速に回転させていくもの。 

オープンデータ 
公共の機関が調査した誰でも使える公表データ。Web サイト上でオ

ープンに公開し、無料かつ自由に複製や加工ができる。 

ガバメントクラウ

ド 

政府共通のクラウドサービスの利用環境。迅速、柔軟、かつ安全で

コスト効率の高いシステムを構築可能なプラットフォーム。 

クリエイティブ・

コモンズ表示 4.0

国際ライセンス 

絵や動画・音声等の作品（著作物）に関するライセンス規定。 
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用語 説明 

コアコンテキスト

分析 

経営資源の再分配におけるマネジメント手法。競争優位性や差別化

能力を分析する。 

自治体標準システ

ム 

政府が各分野の標準仕様書を作成し、業務プロセス・情報システム

の標準化に取り組むもの。 

スマート 
「賢い」「高性能」の意。多機能というような意味でも使用されて

いるが、明確な定義はない。 

スマート City 
デジタル技術を活用し、企業や生活者の利便性・快適性の向上を目

指す都市。 

スマートポール 
通信基地局や公衆 Wi-Fi 機器、センサー等を取り付けた電柱。自動

配送ロボットの運用実験等に活用されている。 

スマート自治体 

AI や RPA 等の技術により、定型的な業務を自動化したり、共通基盤

を用いて効率的にサービスを提供したりすることを可能とした自治

体。 

チャットボット

(Chatbot) 

「ロボット（robot）」が語源とされており、人間の業務を自動で

処理してくれるプログラム。ユーザーからの問合せに自動対応する

チャットボットのビジネス利用が進んでいる。 

データドリブン 

経験や勘に頼らず、データ分析結果をもとに意識決定や課題解決等 

を行う次世代型の業務プロセス。ドリブン（driven）は「○○をも

とにした」「○○を起点とした」といった意味を表す。 

デジタイゼーショ

ン 

デジタル化。IT 化と同義。経済産業省「DX レポート２」の定義で

は、アナログ・物理データのデジタルデータ化のこと。 

デジタライゼーシ

ョン 

デジタル化して製品やサービスの付加価値を高めること。経済産業

省「DX レポート２」の定義では、個別の業務・製造プロセスのデジ

タル化のこと。 

デジタルガバメン

ト 

コンピュータやネットワークなどの情報通信技術（IT）を行政のあ

らゆる分野に徹底活用することにより、市民や企業の事務負担の軽

減や利便性の向上、行政事務の簡素化・合理化などを図り、効率

的・効果的な電子政府・電子自治体を実現している状態のこと。 

デジタルデバイド 
情報格差。インターネット等の情報通信技術（ICT）を利用できる

者と利用できない者との間にもたらされる格差のこと。 

デジタル田園都市

国家構想 

国が提唱する、デジタル技術によって地方と都市の差を縮め、都市

の活力と地方のゆとりの両方を享受できる国を実現する構想。 

デジタル・トラン

スフォーメーショ

ン 

企業が、ビッグデータと AI や IoT を始めとするデジタル技術を活

用して、業務プロセスを改善していくだけでなく、製品やサービ

ス、ビジネスモデルそのものを変革するとともに、組織、企業文

化、風土をも改革し、競争上の優位性を確立すること。 

テレワーク 
ICT を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方。「tele 

=離れた所」と「work=働く」を合わせた造語。 
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用語 説明 

ドローン 

無人で遠隔操作または自動操縦で飛行できる、200g 以上の重量の機

体。送信機やスマートフォンで操縦し、空撮や物の運搬等に利用さ

れる。 

プラットフォーム 
機器やソフトウェアを動作させるのに必要となる土台のことで、基

盤装置やソフトウェア、サービス等の動作環境のこと。 

ブロックチェーン 
情報通信ネットワーク上にある端末同士を直接接続し、暗号技術を

用いて、取引記録を分散的に処理・記録するデータベースの一種。 

ベースレジストリ 

公的機関等で登録・公開され、様々な場面で参照される、人、法

人、土地、建物、資格等の社会の基本データであり、正確性や最新

性が確保された社会の基盤となるデータベース。 

メタバース 

インターネット上に構成される 3 次元の世界に、自分の分身を介し

て入り、相互に意思疎通しながら買い物や商品の制作・販売といっ

た経済活動を行ったり、そこをもう 1 つの「現実」として新たな生

活を送ったりする仮想空間のこと。 

 


